
   上尾市家具転倒防止器具等設置補助金交付要綱  

令 和 ７ 年 ３ 月 ２ ４ 日 

市 長 決 裁 

 （趣旨）  

第１条  市は、地震等の発生時における家具の転倒、落下及び移動（次条に

おいて「転倒等」という。）による事故を防止するため、上尾市建築物耐

震改修促進計画（建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第

１２３号）第６条第１項の規定に基づき策定した上尾市の区域内の建築物

の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための計画をいう。）に基づく施策

の一環として、家具転倒防止器具等を自ら設置することが困難である者に

対し、予算の範囲内において補助金を交付する。  

２  前項の補助金の交付に関しては、上尾市補助金等交付規則（昭和５４年

上尾市規則第４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要

綱の定めるところによる。  

 （定義）  

第２条  この要綱において「家具転倒防止器具等」とは、家具の転倒等の防

止を目的として、当該家具を建物の壁又は柱に強固に取り付ける金物等を

いう。  

 （補助金の交付を受けることができる者）  

第３条  補助金の交付を受けることができる者は、市内に住所を有する者で、

次に掲げる世帯（以下「補助対象世帯」という。）のいずれかに属するも

の（以下「補助事業者」という。）とする。  

 (1) ６５歳以上の者のみで構成される世帯  

 (2) 次のアからエまでのいずれかに該当する者が属する世帯  

  ア  身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する身体障

害者手帳の交付を受けた者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５

年厚生省令第１５号）別表第５号に定める１級又は２級の障害を有す

るもの  

  イ  埼玉県の療育手帳制度に基づく療育手帳の交付を受けた者で、同制

度の規定する「○Ａ 」又は「Ａ」の障害を有するもの  

  ウ  精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２



３号）第４５条第２項の規定による精神障害者保健福祉手帳の交付を

受けた者で、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和

２５年政令第１５５号）第６条第３項に規定する１級又は２級の障害

を有するもの  

  エ  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第２７条の規定による要介

護認定、同法第２８条の規定による要介護認定の更新又は同法第２９

条若しくは第３０条の規定による要介護状態区分の変更の認定におい

て、その該当する要介護状態区分が、要介護認定等に係る介護認定審

査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成１１年厚生省令

第５８号）第１条第１項第３号に掲げる要介護３、同項第４号に掲げ

る要介護４又は同項第５号に掲げる要介護５である者  

 (3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める世帯  

 （補助の対象）  

第４条  補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は、補助事業者が市内事業者（市内に事務所又は事業所を有する法人又は

市内で事業を営む個人をいう。以下同じ。）に依頼して行う家具転倒防止

器具等の設置工事（当該補助事業者が居住する住宅において行うものに限

る。以下「器具設置工事」という。）とする。  

２  補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

器具設置工事の実施に要する費用（家具転倒防止器具等の購入に要する費

用を含む。以下この項において同じ。）とする。この場合において、一の

器具設置工事に係る施工箇所が複数であるときは、当該施工を行う寝室そ

の他の居室から順次に数えて３箇所までに係る器具設置工事の実施に要す

る費用を限度とする。  

 （補助金の額）  

第５条  補助金の額は、補助対象経費の額と１万円とを比較していずれか少

ない額とする。  

 （補助金の交付の限度）  

第６条  この要綱に基づく補助金の交付は、一の補助対象世帯につき、１回

を限度とする。  

 （交付申請書の添付書類）  



第７条  規則第５条第１項第５号に規定する市長が必要と認める書類は、次

のとおりとする。  

 (1) 補助対象事業を行う住宅の付近見取図  

 (2 ) 間取図その他の補助対象事業を行う寝室その他の居室の間取りを確認

することができる書類の写し  

 (3 ) 補助対象経費についての見積書の写し（器具設置工事の実施に係る補

助対象経費にあっては、市内事業者が市内に事務所又は事業所を有する

ことを確認することができるものに限る。）  

 (4 ) 補助事業者が第３条第２号に掲げる補助対象世帯に属する場合にあっ

ては、その事実を確認することができる書類の写し  

 (5 ) 補助事業者が自己又は同居の者以外の者の所有する住宅に居住する場

合にあっては、家具転倒防止器具等設置承諾書（別記様式）  

２  規則第５条第２項の規定に基づき、同条第１項の交付申請書には、同項

第１号から第４号までに掲げる書類の添付は、要しない。  

 （権利譲渡の禁止）  

第８条  補助事業者は、補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は

担保に供してはならない。  

 （補助事業の軽微な変更）  

第９条  規則第７条第１項第１号及び第１０条第１項に規定する市長の定め

る軽微な変更とは、補助金の額に変更が生じないものとする。  

 （実績報告書の提出期限）  

第１０条  規則第１３条第１項の実績報告書の提出期限は、補助金の交付の

決定のあった日の属する年度の２月末日とする。ただし、市長が特別の理

由があると認めるときは、この限りでない。  

 （実績報告書の添付書類）  

第１１条  規則第１３条第１項第３号に規定する市長が必要と認める書類は、

次のとおりとする。  

 (1) 補助対象事業の完了状況を確認することができる写真  

 (2) 補助対象事業の実施に係る工事請負契約書及び領収書の写し  

２  規則第１３条第２項の規定に基づき、同条第１項の実績報告書には、同

項第１号に掲げる書類の添付は、要しない。  



 （交付請求書の提出期限）  

第１２条  規則第１６条第２項の規定による補助金等交付請求書の提出は、

規則第１４条の規定による補助金の額の確定の通知をした日から起算して

３０日を経過する日又は当該通知をした日の属する年度の３月２０日のい

ずれか早い日までに、これを行わなければならない。ただし、市長が特別

の理由があると認めるときは、この限りでない。  

 （免責等）  

第１３条  市は、補助対象事業に関して生じた事故、損害等については、賠

償その他の責任を一切負わないものとする。  

２  補助事業者及びその者と同一の世帯に属する者は、補助対象事業により

設置された家具転倒防止器具等の撤去について、その責任を負うものとす

る。  

 （関係書類の保管）  

第１４条  規則第２２条の規定により整備する書類及び帳簿は、補助対象事

業の完了の日の属する市の会計年度の翌会計年度から起算して５年間保管

しておかなければならない。  

 （その他）  

第１５条  規則及びこの要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要

な事項は、別に定める。  

   附  則  

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。  


